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１．先進的な日本の移動体通信

◆日本における移動体通信分野は、研究開発、サービス開発に係る企業努力により、世界的
にも先進的な端末やサービスが実現し、国内需要の「牽引車」につながっている。

　
　①モバイルインターネットサービスは世界的に群を抜いた利用者数となっている。これは卓
越した端末開発技術を持つメーカー間の競争、優良なコンテンツを持つプロバイダ間の競争
に加え、携帯電話事業者が創業者リスクを負いつつ事業展開した結果である。
　 →図１
　
　②具体的にはモバイルインターネットを実現するための端末開発が日本は世界に先駆けて
先行し、標準的な機能として定着しているとともに、より低廉な料金での利用が可能となって
いる。
　→図２
　

　③このように日本においては、携帯電話を取り巻く新たなビジネスモデルの創出に成功して
おり、これらの技術やノウハウを海外に対し展開することで端末メーカー、コンテンツプロバ
イダを含めた国際競争力の強化に貢献している。
　

　④また、モバイルインターネットサービスの普及に伴い、メールを介したコミュニケーションに
よる楽しさ・素晴らしさが認識され、新しいコミュニケーションのひとつを創出した。
　 →図３
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図１）世界のキャリア別モバイルインターネットユーザ

◆日本のモバイルインターネットユーザは世界的にみても圧倒的な数となっており、これは研究開発、サービス開発に
係る企業努力により獲得したものである。

* 2002年６月時点のユーザー数
出所： 3G Mobile Newsletter
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図２）モバイルインターネットサービスの比較（日・欧・米）

コンテンツ課金方法

サービス料金

コンテンツ数

サービス内容

サービス開始時期

端末

国名・事業者名 米国・Sprint(PCSvision/CDMA)英国・Vodafone（Live!/GSM)日本・ドコモ（ｉモｰド/ＰＤＣ）

プロバイダからユーザへ直接請求オペレータが課金代行（m-pay）
コンテンツ料：０～５£
　　　　　　　　　（イベント課金）

ＤｏＣｏＭｏが課金代行／プロ
バイダからユーザへ直接請求

不明約250のコンテンツ（公表値）約３，３００の公式サイト、
約５９，０００の一般サイト
（2002.10）

通常の音声プラン+追加$10で
データ利用無制限

月額使用料0～23,300円（100MB込）
通信料：21～140円/1kB

月額使用料：３００円
通信料：0.3円/1パケット(128B)

MMS（外付けカメラ、内蔵機種発売
予定有り）、位置情報サービス、
E-mail、ゲーム・着信メロディ等の
コンテンツサービス

MMS（カメラ内蔵）、E-mail、
ゲーム・着信メロディ、ニュース
等のコンテンツサービス

ｉ－ｓｈｏｔ（カメラ内蔵）、
E-mail、ゲーム・着信メロディ、
ニュース等のコンテンツ
サービス

2002年8月8日2002年11月1日1999年2月22日

◆モバイルインターネットを実現する端末開発は、日本が世界に先行し、標準的な機能として定着しているとともに、より
低廉な料金で利用が可能となっている。
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図３）メールによるコミュニケーション事例（「　　　　　　　　　　　　 」）

◆モバイルインターネットサービスの普及に伴い、メールを介したコミュニケーションによる楽しさ・素晴らしさが認識され、
メール文化ともいうべき状況を創出した。

※ドコモ１０周年記念事業「　　　　　　　　　　　」（平成１４年７月～８月実施）の受賞作品より抜粋。

作品例作品例

タイトル　　　　なし

本　文　　　　　
ちはるからのメールがやっと見られた。返事に何日
もかかっている。お父さんは四月から毎日が日曜日
だ。孫が生まれたら毎日子守りしてやる。

エピソード　　　
去年3月に定年を迎えた父に兄2人と私で携帯電話
と旅行券をプレゼント。退職前は携帯などいらんと
言ってたがうれしそうだった。使い方には悪戦苦闘
の父に一通り教えて私がまずメールを送ったが返事
はこなかった。その6月に脳出血で孫の顔も見ずに
突然の死。40年働き続けてホッとしたのはたったの
2ヶ月。葬式後父の携帯に未送信のこのメールを発
見した。最初で最後の私宛のメール。私は泣きなが
ら送信ボタンを押した。私の一生の保護メールです。

タイトル　　　　夜

本　文　　　　　
晩御飯はゴーヤと豆腐の甘煮です。

エピソード
朝に大ゲンカした後、帰った後にどうやって妻と接し
ていいのか、戸惑っていた時に、妻から届いたメー
ルでした。ケンカをする前以上に、信頼感が深まっ
たのは、言うまでもありません。電話では、このよう
な展開にはならないだろうし、手紙では何日後にな
るかわからない。さらに手紙はかしこまった感じがし
てしまう。これは、携帯メールだからこその新しいコ
ミュニケーションだと実感しました。
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２．移動体通信市場における

有効かつ公正な競争の進展

２．移動体通信市場における２．移動体通信市場における
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２．移動体通信市場における有効かつ公正な競争の進展

移動体通信
市場における
有効かつ
公正な競争
の進展

移動体通信
市場における
有効かつ
公正な競争
の進展

◆以下により、移動体通信市場の競争は有効かつ公正に行われているものと認識されるものである。

　①移動体通信市場における現在の契約者数の伸び及び市場シェアは、公正競争環境が整備された平
成６年４月の４社体制後の企業努力の結果として、とらえられるものである。
　　→図４

　②一方、フローとしての純増シェアは販売施策や新サービス、料金プラン等のリリースに応じて大きく変
動しており、競争が有効に進展していることを示している。
　　→図５～６

　③また、移動体通信キャリア間の移動は大きく、その際ドコモのブランドイメージは決して高いものでは
ない。むしろ顧客獲得のためにはサービスや料金低廉化といったたゆまぬ企業努力が求められ、現に
各キャリアともに創意工夫をこらすとともに、リスクを負いつつサービスを提供している状況にある。
　加えて、料金の低廉化の進展により、諸外国と比較しても決して遜色があるものではない。

　　→図７～１１

　④利用者の満足度合については、ドコモは総じて良好であると認識している。
　　→図１２

　⑤ドコモとしてはｉモードのゲートウェイオープン化等の取り組みなど、公正競争確保にあたっては最大限
留意している。
　　→図１３

　⑥ドコモアクセスチャージについても、先進国の中では低い水準にあり、年々低減化に努めている。
　　→図１４～１６

意見
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図４）移動体市場の契約者推移

◆ドコモ契約者シェアは現在５８％であるが、これは競争状態の中で企業努力により獲得してきた契約者である。
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（百万契約） （百万契約）
移動体市場の契約者数推移 （参考）加入電話市場の契約者数推移

ＩＤＯ参入
（S63.12）

ｾﾙﾗｰ系参入
（H1.7~H2.12）

（注）電気通信事業者協会発表データ等より作成
・ＰＨＳ契約者数は含まず。

（注）電気通信事業者協会「テレコムデータブック」等より作成
・ＩＳＤＮ契約者数は含まず。

DoCoMo

NCCm

東・西ＮＴＴ

NCC

Ｈ７～９のＮＣＣは、ＴＴＮｅｔ、ＪＴ。Ｈ１０は、ＴＩＴＵＳ、Ｊ-ＣＯＭ東京を加え
た４社。Ｈ１１は、ＭＣＩを加えた５社。Ｈ１２は、ＮＴＴ‐Ｃｏｍ、日本テレコム、
ＫＤＤＩ、ＴＴＮｅｔ、タイタス、Ｊ-ＣＯＭ東京及びＭＣＩＷＣの７社。

平成13年3月末
・ＮＴＴ：5,209万契約
・ＮＣＣ：17万契約

平成13年3月末
・ＮＴＴ：5,209万契約
・ＮＣＣ：17万契約

平成14年3月末
・ドコモ：4,078万契約
・ＮＣＣ：2,834万契約

平成14年3月末
・ドコモ：4,078万契約
・ＮＣＣ：2,834万契約

平成４年7月：ドコモ分社
（参考１）ＮＴＴドコモ分社における公正競争条件の確保

平成４年7月：ドコモ分社
（参考１）ＮＴＴドコモ分社における公正競争条件の確保

PHS事業者参入
（H7.5~H8.6）

お買い上げ制度
の導入（H6.4)

料金届出制への
移行（H9.12)

Jﾌｫﾝ、ﾂｰｶｰ参入(H6.4)
*公正競争環境が整備され
　４社体制が確立
・ドコモ：137万契約
・ＮＣＣ：　85万契約 *4末時点

Jﾌｫﾝ、ﾂｰｶｰ参入(H6.4)
*公正競争環境が整備され
　４社体制が確立
・ドコモ：137万契約
・ＮＣＣ：　85万契約 *4末時点
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95.7 NTTﾊﾟｰｿﾅﾙ中央
DDIﾎﾟｹｯﾄ東京

95.10 NTT関西ﾊﾟｰｿﾅﾙ

cdma Oneｻｰﾋﾞｽ開始
98.7 関西ｾﾙﾗｰ
99.4 IDO

1.5G系NCC参入
94.4 東京ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾎﾝ
94.4ﾂｰｶｰﾎﾝ関西
94.6 ﾂｰｶｰｾﾙﾗｰ東京

NCC各社
ﾊﾞﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞ
ﾌﾟﾗﾝ導入

201ｼﾘｰｽﾞ発売
96.10

おはなしﾌﾟﾗｽ
開始 98.9

お買上げ制
導入 94.4

新規加入料
廃止 96.12

：ＮＣＣの動向

：ドコモの動向

ガク割開始
00.11

J-Phone
写真メール発売
00.11

　　92年度　　 　93年度　　　　　 94年度　　　　　95年度　　　　 　96年度　　　 　　97年度　　 　　 98年度　　　　　　99年度　　　　　00年度　　　　　　01年度　　 02年度

iショット開始
02.6

au
CDMA1X発売
開始02.4

図５）移動体市場の競争状況（四半期毎）

◆新商品・サービスの提供や販売促進施策に応じて月別純増シェアは大きく変動。

（注）電気通信事業者協会発表データ等より作成

J-Phone東京
接続品質の良さを
ｱﾋﾟｰﾙした販促
開始 98.3

ﾂｰｶｰｾﾙﾗｰ東海
ｽｰﾊﾟｰﾛｰｺｰﾙﾌﾟﾗﾝ
導入 99.12

保証金制度廃止
93.10

iﾓｰﾄﾞ開始
99.2
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「ｉエリア」開始

ドコモ
５０３ｉｓｼﾘｰｽﾞ発売

ドコモ
２１１ｉｼﾘｰｽﾞ発売

Ｊフォン
「JavaTMｱﾌﾟﾘ」開始

Ｊフォン
写ﾒｰﾙ300万台突破

Ｊフォン
ﾑｰﾋﾞｰ写ﾒｰﾙ発売

ａｕ
「ezplus」開始

ａｕ
「ezmovie」
「eznavigation」開始

ａｕ
CDMA2000　1X開始
ｶﾒﾗ付き携帯発売

ドコモ
「ｉショット」開始
５０４ｉｼﾘｰｽﾞ発売

：ＮＴＴドコモグループ ：Ｊ‐ＰＨＯＮＥ ：ａｕ（ＫＤＤＩ）

◆新商品・サービスの提供や販売促進施策に応じて月別純増シェアは大きく変動。

（純増シェア）

３５０万

３００万

２５０万

２００万

１５０万

１００万

　５０万

　　　０

第三世代携帯
電話契約者数

（第三世代携帯
　電話契約者数）

：ＮＴＴドコモグループ

（純増シェア）

（第三世代携帯電話契約者数） ：ａｕ（ＫＤＤＩ）

ＦＯＭＡ（ドコモ）

ＣＤＭＡ２０００　１Ｘ（ａｕ）

図６）移動体市場の最近の競争状況

（注）電気通信事業者協会発表データ等より作成
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図７）解約者のキャリア間移動状況

◆解約者のうち、およそ３割が他キャリアへ移動している。

※解約者の意向動向は、Ｈ１４．９のドコモショップ（中央管内）４０店舗による、解約手続きに来店されたお客様へのアンケート調査による。

新規販売

※１：新規販売に対する割合
※２：解約に対する割合

純増　４割純増　４割※１※１

解約　６割解約　６割※１※１

新規販売新規販売新規販売

携帯不要：２割※２携帯不要：２割※２携帯不要：２割※２

ドコモ間で変更：５割※２ドコモ間で変更：５割※２ドコモ間で変更：５割※２

他事業者へ変更：３割※２他事業者へ変更：３割※２他事業者へ変更：３割※２
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図８）ドコモを契約したきっかけ

（Ｈ14．9　当社新規契約者へのアンケート調査による　ｎ=８０７９　複数回答）
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◆ドコモを契約した動機については、エリアや割引サービスの要因が大きく、ドコモブランドの安心感という動機は決して
高いものではない。
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　◆デジタル方式導入時点（‘９３．３）と比較して基本使用料、通話料とも約７０％程度の大幅値下げを実施。

図９）ドコモの料金低廉化
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図１０）各国の料金比較
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注１）２０００年度における日本の全携帯電話事業者の距離別、時間帯別、着信先別の平
均利用実績に基づき、設定したモデル　（月間約１２０分利用）
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◆先進国の料金と比較しても、ドコモ料金は概ね遜色のない水準になっている。
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注１）米、英、仏の携帯電話の料金は、基本料と無料通話時間をセットにしたパッケージ型
料金が主流であるため、パッケージ型料金のうち、どの部分までが基本料であるか
を区別することは難しい。

注２）日本と米国以外の欧州各国では、営業区域外という概念はない。

注１）ニューヨークは携帯電話に着信する場合は着信側にも料金がかかる。

＜利用料金＜利用料金//月＞月＞

注１）ニューヨークは携帯電話に着信する場合は着信側にも料金がかかる。
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6,2826,282
5,5765,576

4,9564,956

出典：総務省報告書「電気通信サービスに係る内外価格差調査」(2002.9.11)
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図１１）移動体通信事業者における料金プラン・サービスの展開状況

◆各事業者創意工夫を凝らし、多様なサービスを展開している。
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▲
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▲
ａｕ「家族割」

▲
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　「ムービー写メール」
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図１２）キャリア利用者による顧客満足度
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◆利用者の満足度合については、ドコモは総じて良好であると認識。

（単位：％）
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図１３）ｉモードにおける公正競争環境の整備

◆ISP事業者やプロバイダ等からのオープン化等の要求を受け、ドコモの自主施策として１２月より実施。
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図１４）ドコモアクセスチャージの低減化状況

◆ドコモアクセスチャージは年々低減化に努めている。

ドコモ携帯電話と他事業者との接続点までが同一会社のエリア内に終始する場合に適用される料金※

（円／秒）

1996.7 1997.12 1998.10 1999.4

△暫定接続開始

△アクセスチャージ適用開始

0.66円／秒
（対前年比
▲47.2％）

0.403円／秒
（会社内）
（対前年比
▲38.9％） 0.302円／秒（会社内）

（対前年比▲25.1％）

1.25円／秒

0.483円／秒
（会社外）
（対前年比
▲26.8％）

0.362円／秒（会社外）
（対前年比▲25.1％）

2000.4

0.254円／秒（会社内）
（対前年比▲15.9％）

0.320円／秒（会社外）
（対前年比▲11.6％）

0.218円／秒（会社内）
（対前年比▲14.2％）

0.277円／秒（会社外）
（対前年比▲13.4％）

2001.4

約８０％程度の低減
（会社外　▲77.8％）
(会社内　▲82.6％）
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図１５）各国のアクセスチャージ水準比較
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※水準は加重平均値
(円／分）

米国米国

【参考】

相互補償料

0.6

27.2

・諸外国の出典は、Ovum-Interconnect (2001年12月版より）　： Average mobile termination charges

・諸外国の料金は、為替ﾚｰﾄ (2001年12月21日現在 1ﾎﾟﾝﾄﾞ=191.84円､1ﾏﾙｸ=60.32円､1ﾌﾗﾝ=17.99円､100ﾘﾗ=6.10円)で換算

・日本の料金は､平成１３年度適用アクセスチャージ(会社内外の加重平均値）。

・A社、Ｂ社、Ｃ社のアクセスチャージは、ドコモの会社内外の加重比率を用いて推計。

・米国の相互補償料は、Ovum-Interconnect (2001年12月版より）のMobile termination chargesをもとに算出した平均値。
また、Air-time Chargeは携帯事業者が着信ユーザへ課金するものであり、ＦＣＣの報道発表「Sixth Annual CMRS Competition Report, FCC 01-192」（June 20, 
2001）時のプレゼン資料 (Presentation by Mr.Sugrue, Chief of WTB, FCC) 」より引用
（Average Price Per Minute for Mobile Telephone Serviceとして、2000年は$0.21と表記）　

・為替ﾚｰﾄ (2001年12月21日現在 1ﾄﾞﾙ=129.65円)で換算

Air-time
Charge

（（Average PriceAverage Price））

(円／分）

◆先進国の中では、ドコモアクセスチャージは低い水準にある。

14.4 14.2 14.6

((AA社）社） ((BB社）社） ((CC社）社）
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３．移動体通信市場における

公正競争ルールのあり方

３．移動体通信市場における３．移動体通信市場における

公正競争ルールのあり方公正競争ルールのあり方
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３．移動体通信市場における公正競争ルールのあり方（１／２）

意見

移動体通信
市場における
公正競争
ルールの
あり方

移動体通信
市場における
公正競争
ルールの
あり方

◆移動体通信市場における競争状況を踏まえると、極力事業者の自由な経営判断に委ね
ることが、利用者の利便の最大化につながるものと考える。
　 現に、移動体通信の急速な伸びのトリガーとなったのは、端末お買い上げ制度の導入
（H6.4）や料金認可制から届出制への移行（H9.12）といった規制緩和にあったものと認識
している。

◆また、現行事業法における非対称規制は、料金の低廉化等を率先して行っているドコモ
グループだけを適用対象としているといった矛盾を包含しているものである。
　 これにより、有効かつ公正な競争が進展するとは考えられず、むしろ競争を阻害する要
因になりうるものである。

◆従って移動体通信市場のように、競争が有効かつ公正に行われており、また設備・サー
ビスの代替性の確保されている市場については、非対称規制を導入する必要性に乏しい。
　 基本的には独禁法による事後規制で十分対応可能と考える。

◆加えて新たな競争の枠組みとして規制緩和を志向する観点からは、市場が創生期にあり、
創業者リスクを負いつつ創意工夫をこらしサービスを展開しつつあるブロードバンドやプ
ラットフォームレイヤサービスは非規制とするのが適切である。
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３．移動体通信市場における公正競争ルールのあり方（２／２）

意見

アクセスチャー
ジ規制に対
する考え方

アクセスチャー
ジ規制に対
する考え方

◆アクセスチャージについては、年々低減化に努めており、世界的にみてもその水準は極
めて低廉なものとなっている。

◆ そのような中、新たな規制を導入する必然性はなく、またそもそもボトルネック性のない
移動体通信に現在のような非対称規制※を導入している合理性はないと考える。

※ドコモは、第二種指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者として、「取得す
べき金額が能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたもの」であるこ
とが規定（事業法第38条の3第3項2号）され、ユーザ料金とは異なる規制を受けている状
況にある。

◆英国における着信料金規制については、英国の移動体着信料金が国際的にみても依然
高水準であり、移動体事業者の自主的な値下げの実施も見込めないことを背景に導入さ
れたものであり、日本とは状況が全く異なる。

◆携帯電話事業は固定電話と異なり、技術革新のテンポが極めて速く、それに伴い多額の
設備投資を自らのリスクで行う必要があり、アクセスチャージの水準についてはそれらの
特性を反映させたものとすべきと考える。
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４．「市場の画定」、「競争評価」のあり方４．「市場の画定」、「競争評価」のあり方４．「市場の画定」、「競争評価」のあり方
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「市場の
画定」
　について

「市場の
画定」
　について

意見

４．「市場の画定」、「競争評価」のあり方（１／２）

◆近年の電気通信市場におけるIP化・グローバル化・ボーダレス化の急速かつダイナミック
な進展や変化を踏まえると、事前に市場画定しておくことは困難である（→図１７）と考え
るが、仮にこれを行う場合であっても、下記に留意する必要がある。

　①市場の実態に即して、適宜透明な手続きを踏まえた見直しが必要となる。
　
　②競争評価手法導入の第一義的な目的は、公正競争の実現による「利用者利便の向上」
にあると考える。それを前提とした場合には、利用者サイドから見た需要代替性を中心に
判断するのが適切である。具体的にはサービス機能に応じた利用者の使い勝手や利用
シーン、利用アプリケーション、それによるユーザが得られる効用等により市場画定すべ
きと考える。

　③利用者サイドと事業者サイド、それぞれの代替性のとらえ方は必ずしも一致するもので
はなく、「事業者にとっては別商品」となるか否かは事業者のサービス設定や提供条件設
定に左右される点もふまえると、利用者サイド中心に判断するのが適切である。
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「競争評価」
について

「競争評価」
について

意見

４．「市場の画定」、「競争評価」のあり方（２／２）

◆市場シェアについては、公正な競争の結果として、高いシェアを獲得するに至った場合
には、それでもって非対称規制の根拠とするのは適切でない。

◆従って、競争評価を行うにあたって、市場シェアや売上高シェアといった、ストック指標の
みならず、むしろ純増シェアの変動等のフロー指標を重視するとともに、利用者利便の
向上を第一義とする競争評価手法の導入趣旨からは、料金の低廉化状況や料金プラン、
サービスの多様化状況、更には利用者の満足度といった要素を中心に判定するのが適
切である。

◆仮に競争評価の結果、「競争が不十分」とされた場合において、「市場支配力を有する
事業者」に対してのみ非対称規制を導入することで、当該市場の有効かつ公正な競争
の進展につながるとは一律にはいえないものと考える。
　 とりわけ、「市場支配的」とされた事業者が料金低廉化等について率先実施している場
合においては、かえって競争環境をいびつなものとする恐れが高い。

◆透明性や客観性を確保する観点から、上記に示した客観的データを基本に判断すべき
であり、定性的な要素は極力排除すべきと考える。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＩＭＴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＩＭＴ--2000(3.52000(3.5G)G)

図１７）サービスの融合（イメージ）
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参考１）ＮＴＴドコモ分社における公正競争条件の確保

◇約８割の自網化の実現。

◇ＮＴＴへ業務委託の場合、全てＮＣＣと同一条件となっている。

◇約８割の自網化の実現。

◇ＮＴＴへ業務委託の場合、全てＮＣＣと同一条件となっている。

◇ＮＴＴからの補助等は全くない。
◇ＮＴＴとの取引きは基本的に接続約款等で規定され、ＮＣＣと同一。
◇ドコモは研究開発を自前で実施。

◇ＮＴＴからの補助等は全くない。
◇ＮＴＴとの取引きは基本的に接続約款等で規定され、ＮＣＣと同一。
◇ドコモは研究開発を自前で実施。

◇社員の移行は全て転籍。出向による人事交流はない。
◇社員の移行は全て転籍。出向による人事交流はない。

◇Ｈ１０年１０月に東京証券取引所一部へ上場。
◇ＮＴＴの出資比率も約63％と低下。
　　（上場前　94.7％　→　現在　約63％）

◇Ｈ１０年１０月に東京証券取引所一部へ上場。
◇ＮＴＴの出資比率も約63％と低下。
　　（上場前　94.7％　→　現在　約63％）

◇ドコモ独自で調達を行っており、共同資材調達はない。
◇ドコモ独自で調達を行っており、共同資材調達はない。

◇ＮＴＴと別個の県間伝送路の構築。

◇ＮＴＴ回線へ業務委託する場合、ＮＣＣと
同一条件。

◇ＮＴＴと別個の県間伝送路の構築。

◇ＮＴＴ回線へ業務委託する場合、ＮＣＣと
同一条件。

◇ＮＴＴからの補助の禁止。

◇鉄塔の使用、研究開発成果の利用、ＮＴＴと
の接続条件等はＮＣＣと同一。

◇ＮＴＴからの補助の禁止。

◇鉄塔の使用、研究開発成果の利用、ＮＴＴと
の接続条件等はＮＣＣと同一。

◇社員の移行は転籍で、出向による人事交流
は行わない。

◇社員の移行は転籍で、出向による人事交流
は行わない。

◇５年後の上場を目指し、その際ＮＴＴの出資
比率を低下させる。

◇５年後の上場を目指し、その際ＮＴＴの出資
比率を低下させる。

◇ＮＴＴとの共同資材調達は行わない。
◇ＮＴＴとの共同資材調達は行わない。

ネットワークネットワーク

取引条件取引条件

ＮＴＴとの
人的関係

ＮＴＴとの
人的関係

出資比率の
低下

出資比率の
低下

資材調達資材調達

分社時の整理（平成４年４月）分社時の整理（平成４年４月） 現在の実施状況現在の実施状況

◆ＮＴＴから分社するに当たり、他の電気通信事業者と同等に位置づけられるよう公正競争条件が整理され、現在に至る

まで遵守してきたところである。
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参考２）移動体通信分野における非対称規制制度の仕組み

端末数シェア２５％超
（業務区域）

携帯電話
事業者

携帯電話
事業者

のうち

第二種指定電気通信
設備の指定
（法第３８条の３）

のうち

収益シェア２５％超
（業務区域）

＋当該シェアの推移その他の事情

いわゆる「市場支配的」な
電気通信事業者の指定
（法第３７条の２）

◆反競争的行為の禁止
　 ・接続で知り得た情報の目的外利用・提供の禁止

　　（法第３７条の２第３項第１号）
　 ・電気通信業務についての特定の電気通信事業者に
　　対する不当に優先的・不利な取扱い等の禁止

　　（同項第２号）
　 ・他の電気通信事業者、設備の製造・販売業者への
　　不当な規律・干渉の禁止（同項第３号）

◆会計公表義務
　 ・電気通信役務に関する収支の状況その他会計に
　　関する事項の公表（現在、電気通信事業会計規則
　　第１７条に基づき総務大臣に提出している会計情報
　　の一部を、営業所その他の事業所において縦覧に
　　供するとともに、インターネットを利用して公表するこ
　　 とが必要。（法第３７条の２第５項、施行規則第２２条の４))

◆接続ルール
　 ・接続約款作成・届出・公表（法第３８条の３第２項、同条
　　第５項、施行規則第２３条の２（第２３条の８））

【 課される規制 】

（参考）移動体通信市場における　
　　　　 非対称規制導入の考え方

　独占市場から競争市場への移行
するかどうかにおいて、市場シェア
等の高い支配的事業者が存在す
る場合、不当に高い接続料金の設
定等により、不当な競争が引き起
こされたり、低廉で良質なサービス
や多様なサービスの提供に悪影響
を及ぼし、利用者の利益や電気通
信サービスの公共性が阻害される
恐れが生じる。
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独占禁止法による規制独占禁止法による規制

・異名義のボリューム割引を
認めないもの
・Ｌ⇒Ｍ、Ｍ⇒Ｌの著しい料
金格差
・選択料金廃止等ユーザの
選択権の侵害
・業務委託における差別的
な取扱い

コンテンツ

料金規制

反競争的行為の禁止

・接続で知り得た情報の目的外利用
・電気通信事業に関する不当な差別
的取扱い
・他の電気通信事業者、製造業者、販
売業者に対する不当な規律・干渉

第二種指定電気通信設備および第二種指定電気通信設備および　　　　　　
いわゆる「市場支配的な事業者」規制いわゆる「市場支配的な事業者」規制

・特定事業者への特別な優遇
・提供申込みに対する回答遅延
・入手した情報の目的外利用
・著しく高額な卸料金

卸提供規制

・メニューリスト掲載基準の恣意的
運用
・他のシステム運用事業者との取引
を制限
・コンテンツ料金設定への関与

・費用負担が適正かつ明確でない
・不当な制限、不当な差別的取扱い

約款規制

・接続約款の作成・届出・公表

接続規制

・接続義務
・協定の届出
・適正な接続料
・不当な条件の取扱い
・不適正、不明確な責任事
項の規定

接続規制

電気通信事業法による規制電気通信事業法による規制

参考３）独禁法と電気通信事業法の適用領域

◆接続規制以外は、独禁法との二重適用領域となっている。
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■ ドコモの契約者数と世界市場に占めるシェアの推移

（参考１）ボーダフォンの契約者数と世界市場に占めるシェアの推移

（参考２）世界各地域の契約者数

97年末 98年末 99年末 00年末 01年末

契約者数 17,563,000 23,217,000 28,478,000 35,946,000 41,545,000

世界市場に占めるシェア 8.3% 7.4% 6.0% 4.9% 4.4%

97年末 98年末 99年末 00年末 01年末

契約者数 7,351,400 13,952,430 39,215,040 67,765,130 69,525,960

世界市場に占めるシェア 3.5% 4.4% 8.3% 9.2% 7.3%

97年末 98年末 99年末 00年末 01年末

北米 59,620,700 74,526,500 90,000,000 117,031,741 138,004,219
中南米 12,427,700 21,518,700 39,906,401 64,322,397 83,998,123
ヨーロッパ 60,418,200 103,036,800 168,701,100 287,066,189 352,352,016
アフリカ 1,914,400 3,363,300 6,977,826 16,272,296 25,371,040
アジア・太平洋 72,862,300 106,872,020 160,221,200 238,863,652 333,503,724

中東 3,285,800 4,441,800 7,336,952 10,745,919 15,024,126

日本 35,739,200 44,979,200 54,109,200 63,883,000 72,796,600
（世界市場に占めるシェア） 17.0% 14.3% 11.4% 8.7% 7.7%

世界市場合計 210,529,100 313,759,120 473,143,479 734,302,194 948,253,248

参考４）ドコモの世界市場に占めるシェア

（注）Global Mobileデータ等から作成

◆グローバル化が進展する中、世界的にみた場合、ドコモの契約シェアは低減化傾向にある。
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◎平成１２年度「情報流通センサス調査」（Ｈ１４年３月総務省情報通信政策局公表）より抜粋。

■ メディア別“発信情報量”の比較

0

20,000,000,000,000

40,000,000,000,000

60,000,000,000,000

80,000,000,000,000

100,000,000,000,000

1990年度 1991年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度

携帯・自動車電話

固定電話

ISDN

電報

封書・はがき

インターネット

《 情報流通センサス調査の概要 》

◆ 総務省情報通信政策局により毎年実施されている調査で、情報流通の実態を総合的かつ定量的に把握する目的から、マスメディアを含む７１
メディアを対象に「発信情報量」、「消費情報量」等の４種類の「情報流通量」を定義し、各種類毎に計量を行っている。

◆ 上図に示す「発信情報量」は各メディアの情報発信者が１年間に送り出した情報の総量。

◆ 各メディアに共通な尺度として日本語１語（文節相当）を基礎とする「ワード」を用いている。文字や動画などの様々な情報形態の情報量に
対し、各情報形態の計測単位（分、文字等）毎に設定された「ワード」への換算比価を乗じて算定している。

（ワード）

参考５）移動体通信と他のコミュニケーション手段の情報流通量

◆ＩＰ化・ボーダレス化が進展する中、メディア別情報流通量からは、移動体通信のポジションは漸増化傾向にある
が、インターネット、固定電話と比べると依然ウェイトが低いものである。
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参考６）加入電話、直収電話とＩＰ電話の設備構成比較

スプリッタ

ADSLモデム

スプリッタ

NTT交換機

ADSL装置

加入者回線

NTT電話

IP電話

直収交換機

専用線

ユーザ宅（ビル）

直収電話

◆ＩＰ電話（ＮＴＴ加入者回線と重畳の場合）

◆加入電話

DoCoMo網直収電話事業者網
（回線交換網）

DoCoMo網IP電話事業者網
(VoIPﾈｯﾄﾜｰｸ）

Gateway
（VoIPと回線交換の変換）

公衆ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ網

東・西ＮＴＴ局舎

PBX

伝送装置 伝送装置

（光ファイバー）

（２Wメタリック）

NTT交換機
NTT電話

ユーザ宅 東・西ＮＴＴ局舎

DoCoMo網中継電話事業者網
（回線交換網）

ユーザ宅（ビル）

◆直収電話

ＮＴＴ地域網
（回線交換網）


